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制度改革の概要制度改革の概要

１

科学技術の振興上障害となる制度的隘路や研究現場等
で顕在化している制度運用上の諸問題が存在

第3期基本計画にも掲げられている、以下について
ヒアリングを実施し、検討を深めるべき改革を提言

１．優秀な外国人研究者を日本に惹きつける制度の実現

２．研究者の移動の際の経済的不利の是正

３．治験を含む臨床研究の総合的推進

４．研究費の公正で効率的な使用の実現

５．女性研究者の活躍を拡大する勤務環境整備

６．研究支援の強化



１．優秀な外国人研究者を日本に惹きつける１．優秀な外国人研究者を日本に惹きつける
制度の実現制度の実現

・優秀な人材（研究者）の獲得競争が全世界で活発化

・日本での外国人研究者の活躍はまだまだ少ない
博士号取得者における外国人の割合

２
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（検討を深めるべき改革事項）

○研究者の在留期間を5年とする入国管理運用の確保
○在留資格手続きの簡素化（対面から郵送、電子申請等へ）

○学位取得者の就職活動のための滞在期間延長 等

最も魅力的な入国管
理制度・査証制度を
目指すことが必要

最も魅力的な入国管
理制度・査証制度を
目指すことが必要

（問題点）



２．研究者の移動の際の経済的不利の是正２．研究者の移動の際の経済的不利の是正

・年金・退職金での不利益のため、流動性が低い

日本企業の退職金
勤続30年程度で急激に増額
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（検討を深めるべき改革事項）
○2国間社会保障協定の締結国を拡大し
国際的移動における年金面での不利性を是正
○退職金前払い制度、業績連動型年俸制の広範な導入等

30～40代で組織を移動すると
退職金受給額で不利益を被る

移動する人材が不利益
を被ることがない年金、
退職金制度、実績を反
映した給与制度が必要

移動する人材が不利益
を被ることがない年金、
退職金制度、実績を反
映した給与制度が必要

３

（問題点）



３．治験を含む臨床研究の総合的推進３．治験を含む臨床研究の総合的推進

（問題点）
○臨床研究を推進する制度的枠組みの不備
○新薬の承認審査体制の脆弱さ
○日本の治験はスピードが遅い、費用が高いとの批判
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臨床研究順位基礎科学順位

基礎科学・臨床研究での論文数の国別シェアの順位（2002）
医薬品承認審査等の人員の国際比較（Ｈ１７）

４

（検討を深めるべき改革事項）

○臨床研究の準拠すべき実施基準及び保険診療と研究
が併用可能な制度の確立

○（独）医薬品医療機器総合機構の審査体制の充実
○国際共同治験の推進 等
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４．研究費の公正で効率的な使用の実現４．研究費の公正で効率的な使用の実現

５

（問題点）

・繰越明許費制度の活用が極めて低調

・競争的研究費の交付時期が遅いとの指摘あり

(検討を深めるべき改革事項)

○繰越明許費制度の活用促進及び周知徹底

○研究費の交付時期の早期化

○公正で透明な資金管理体制の確立

研究資金の機関管理を一層徹
底・強化した上で、 より良い資
金利用環境の形成が必要。

研究資金の機関管理を一層徹
底・強化した上で、 より良い資
金利用環境の形成が必要。

（文部科学省ヒアリング資料）
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４．研究費の公正で効率的な使用の実現４．研究費の公正で効率的な使用の実現

５

（問題点）

・繰越明許費制度の活用が極めて低調

・競争的研究費の交付時期が遅いとの指摘あり

(検討を深めるべき改革事項)

○繰越明許費制度の活用促進及び周知徹底

○研究費の交付時期の早期化

○公正で透明な資金管理体制の確立

研究資金の機関管理を一層徹
底・強化した上で、 より良い資
金利用環境の形成が必要。

研究資金の機関管理を一層徹
底・強化した上で、 より良い資
金利用環境の形成が必要。

（文部科学省ヒアリング資料）

年度
繰越
件数

全体比
（％）

Ｈ１５ ２４０．０２

Ｈ１６ １００．０１

Ｈ１７ ５５０．０８

科学研究費補助金繰越実績



５．女性研究者の活躍を拡大する勤務環境整備５．女性研究者の活躍を拡大する勤務環境整備

（問題点）
・国際的に、我が国の女性研究者の比率は極めて低い

業績評価や処遇判断の重要な
時期に重なることの多い出産･
育児期の問題解決が不可欠。

業績評価や処遇判断の重要な
時期に重なることの多い出産･
育児期の問題解決が不可欠。

６

（検討を深めるべき改革事項）
○有期雇用者の育児休業取得条件等の緩和

○育児期間中における多様な勤務形態の提供

○次世代育成支援対策推進法による行動計画の公表 等

研究者に占める女性割合の国際比較（％）

（2005年男女共同参画白書）

11.6

26.0 27.5

32.5

0

5

10

15

20

25

30

35

日本 ｲｷﾞﾘｽ ﾌﾗﾝｽ ｱﾒﾘｶ



６．研究支援の強化６．研究支援の強化

７

（問題点）
・諸外国に比べ研究者一人当たりの研究支援者が少ない
・非常勤職員への代替により、支援者の専門性や技能の
劣化が懸念

限られた人的・物的資源
の中で研究効率をより
向上させるため、研究支
援の強化が必要。

限られた人的・物的資源
の中で研究効率をより
向上させるため、研究支
援の強化が必要。

（検討を深めるべき改革事項）

○研究支援者を全学的に一括して集中管理

○競争的研究資金の間接経費の３０％早期達成

○複数の大学のネットワーク化、民間活力の活用

研究者一人あたりの研究支援者数
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今後の取組について今後の取組について

○総合科学技術会議の意見具申として決定
（年内目途）

８

○今回取り上げた課題について検討を深める
とともに、残された課題※についても調査し、
改革案を検討

○改革の進捗を、総合科学技術会議として
フォローアップしていく

※例） ・競争的研究資金等をより有効に使用するための方策の検討

・能力主義を徹底させるための方策の検討（若手研究者、シニア研究者の活躍の促進）
・優れた外国人博士課程在籍者が安心して研究に取組むための環境整備の検討


